
農林水産委員会会議記録 

 

                          農林水産委員長  井上 明夫   

 

１ 日 時 

   令和７年３月２１日（金） 午後１時２９分から 

                午後３時２３分まで 

 

２ 場 所 

   第３委員会室 

 

３ 出席した委員の氏名 

   井上明夫、小川克己、御手洗吉生、宮成公一郎、若山雅敏、二ノ宮健治、三浦由紀 

 

４ 欠席した委員の氏名 

   な し 

 

５ 出席した委員外議員の氏名 

      木田昇 

 

６ 出席した執行部関係者の職・氏名 

農林水産部長 渕野勇 ほか関係者 

 

７ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 

 

８ 会議の概要及び結果 

（１）第１号議案のうち本委員会関係部分、第６号議案、第７号議案、第８号議案及び第３１

号議案については、可決すべきものといずれも全会一致をもって決定した。 

（２）第１７号議案及び第１８号議案については、可決すべきものと総務企画委員会に回答す

ることにいずれも全会一致をもって決定した。 

（３）大分県農業成長産業化推進本部会議の開催について及び大分県農業農村整備長期計画に

ついてなど、執行部から報告を受けた。 

 

９ その他必要な事項 

   な し 

 

１０ 担当書記 

   議事課議事調整班   主査 羽田野正洋 

   政策調査課調査広報班 主事 德丸花帆 



農林水産委員会次第 

 

日時：令和７年３月２１日（金）１３：３０～ 

場所：第３委員会室             

 

１ 開  会 

 

 

２ 農林水産部関係                      １３：３０～１５：５０ 

（１）合い議案件の審査（付託委員会：総務企画委員会） 

第 １７号議案 大分県使用料及び手数料条例の一部改正について 

（本委員会関係部分） 

第 １８号議案 大分県の事務処理の特例に関する条例の一部改正について 

           （本委員会関係部分） 

（２）付託案件の審査 

   第  １号議案 令和７年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分） 

第  ６号議案 令和７年度大分県林業・木材産業改善資金特別会計予算 

   第  ７号議案 令和７年度大分県沿岸漁業改善資金特別会計予算 

第  ８号議案 令和７年度大分県県営林事業特別会計予算 

第 ３１号議案 令和７年度における農林水産関係事業に要する経費の市町村負担につ 

いて 

（３）諸般の報告 

   ①大分県農業成長産業化推進本部会議の開催について 

   ②大蘇ダムについて 

   ③大分県農業農村整備長期計画について 

   ④農林水産試験研究基本指針の改訂について 

（４）その他 

 

 

３ 協議事項                         １５：５０～１６：００ 

（１）その他 

 

 

４ 閉  会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

井上委員長 ただいまから農林水産委員会を開

きます。 

 本日は審査の都合上、予算特別委員会の分科

会もあわせて行うので御了承願います。 

 また本日は、委員外議員として木田議員が出

席しています。 

 委員外議員に申し上げます。委員外議員が発

言を希望する場合は、委員の質疑の終了後に挙

手し、私から指名を受けた後、長時間にわたら

ないよう要点を簡潔に御発言願います。 

 本日審査いただく案件は、今回付託を受けた

議案５件及び総務企画委員会から合い議のあっ

た議案２件です。この際、案件全部を一括議題

とし、これより審査に入ります。 

初めに、総務企画委員会から合い議があった

議案について審査を行います。第１７号議案大

分県使用料及び手数料条例の一部改正について

のうち本委員会関係部分及び第１８号議案大分

県の事務処理の特例に関する条例の一部改正に

ついてのうち本委員会関係部分について、執行

部の説明を求めます。 

田口森との共生推進室長 第１７号議案大分県

使用料及び手数料条例の一部改正についてのう

ち、狩猟免許関係事務について説明します。 

資料の２ペ－ジを御覧ください。 

まず、１条例改正の趣旨についてですが、鳥

獣被害の防止に向け狩猟者の確保を図るため、

狩猟免許・狩猟者登録に係る手数料を減免する

ものです。 

次に、２条例改正の概要を御覧ください。従

前の減免期間は平成２９年４月１日から令和７

年３月３１日までですが、令和７年４月１日か

ら令和１６年３月３１日までの９年間期間を延

長するものです。これまでの現行制度による減

免の効果等により、狩猟者数は平成２８年度の

５，２４１人から令和５年度には５，４２２人

と１８１人増加しています。被害額では、平成

２８年度から令和５年度までに約９千万円減少

しています。このことから、鳥獣被害の防止に

は狩猟者の確保が不可欠です。なお手数料の減

免対象及び金額については、従前から変更はあ

りません。令和７年度の減免額は８９３万１千

円となる見込みです。 

その下、４課題にもあるように今後減免を実

施しない場合、高齢狩猟者の引退により令和１

５年度には４，２００人程度まで減少する可能

性があり、捕獲圧の低下から、捕獲頭数の減少

によりシカ等の被害額が増加するおそれがあり

ます。このため、新たな農林水産業振興計画の

目標である令和１５年度の被害額９千万円以下

の達成に向けて、狩猟者数５千人以上を確保す

るとともに、予防、捕獲、狩猟者確保、獣肉利

活用の四つの対策を総合的に実施しながら、引

き続き鳥獣被害の防止に取り組みます。 

玉田水田畑地化・集落営農課長 第１８号議案

大分県の事務処理の特例に関する条例の一部改

正について説明します。 

資料の３ページを御覧ください。 

１条例の概要ですが、本条例は県の権限に属

する事務のうち、市町村が処理する事務の範囲

等を定めた条例です。今回、農地法の一部改正

に伴い、別表第１に規定する各市町村に移譲し

ている農地法に基づく事務について改正を行う

ものです。 

２農地法改正の概要ですが、農地の適正かつ

効率的な利用の促進を図るため、次のとおり改

正されます。 

まず①農地転用許可手続について、不適切な

転用防止のために必要な条件を付すことが義務

化されます。現行は、転用許可は条件を付けて

することができるとなっているものが、必要な

条件を付けてしなければならないと改正されま

す。また、②違反転用に対する措置において、

違反転用を行い原状回復等の措置命令を受けた

者が措置を講じない場合等に、その旨を公表す

る仕組みが創設されます。 

３条例改正の内容ですが、農地法の改正を受

けて①農地転用許可の際に必要な条件を付すこ
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とを義務化、②違反転用時の公表事務の追加に

ついて所要の改正を行うものです。 

なお施行期日は、農地法改正の施行日である

令和７年４月１日です。 

井上委員長 以上で、説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑、御意見等

のある委員はいますか。 

御手洗委員 要望です。さきほど説明を受けま

したが、それでも９千万円被害があるんです。

９千万円あることを認めているわけです。努力

していただきたいのは、私としては限りなくゼ

ロ。これがやはり努力の姿勢だと思うんです。

９千万円だからいいということではない。限り

なくゼロです。 

渕野農林水産部長 御意見ありがとうございま

す。もちろん私どもも限りなくゼロを目指して

頑張っていきたいと考えています。 

御手洗委員 限りなくゼロを目指した結果がこ

れです。だから今までの対策がいいか悪いかも

含めて、ゼロに向けてお願いしたい。 

二ノ宮委員 第１８号議案についてです。ここ

にあるように、不適切な転用を防止するためと

いうのは良く分かるんですけど、例えばどうい

う事例があったのか。もし悪質な事例があった

ら教えてください。簡単に言えば申請どおりの

建物や目的じゃないことは分かるんですが、こ

こまで変えるというのは、特に悪質な事例が今

まであったのか教えてください。 

玉田水田畑地化・集落営農課長 悪質な転用が

あったかですが、県内で見ると令和６年は年に

１６０件の違反転用がありました。このうち、

既に８７件は是正され、改善されている状況で

す。 

内容ですが、ほとんどが農地転用の必要性を

あまり認識しておらず、手続をせずに資材置き

場や駐車場に使っているケースが非常に多い。

これは是正する形で再度手続をすれば認められ

る内容であり、悪質な転用はない状況です。 

 全国的に見ても、悪質性のある事案はほとん

どありません。再度手続を実施した上で、追認

されることにより解決するケースがほとんどで

す。 

井上委員長 ほかに御質疑はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 委員外議員の方は、御質疑等はあ

りませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 別に御質疑等もないので、これよ

り採決に入ります。 

 まず、第１７号議案大分県使用料及び手数料

条例の一部改正についてのうち本委員会関係部

分については、原案のとおり可決すべきものと

総務企画委員会に回答することに御異議ありま

せんか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

井上委員長 御異議がないので、本案のうち本

委員会関係部分については、原案のとおり可決

すべきものと総務企画委員会に回答することに

決定しました。 

次に、第１８号議案大分県の事務処理の特例

に関する条例の一部改正についてのうち本委員

会関係部分については、原案のとおり可決すべ

きものと総務企画委員会に回答することに御異

議ありませんか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

井上委員長 御異議がないので、本案のうち本

委員会関係部分については、原案のとおり可決

すべきものと総務企画委員会に回答することに

決定しました。 

 以上で合い議案件の審査を終わります。 

次に、付託案件の審査を行います。 

まず第１号議案令和７年度大分県一般会計予

算案のうち、本委員会関係部分について執行部

の説明を求めます。 

木許農林水産企画課長 第１号議案令和７年度

一般会計予算のうち、農林水産部関係予算につ

いて説明します。 

資料の４ページを御覧ください。 

農林水産部の当初予算案の総額は、上の表の

農林水産部①、予算額（Ａ）欄の計にあるとお

り５７７億７，２９７万６千円です。これを右

から３列目の６年度当初予算額（Ｂ）欄と比較

すると、その右にあるように５億１，２４９万

８千円の減となります。これは、令和６年度当
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初予算で計上していた全国豊かな海づくり大会

開催事業費や短期集中県域支援品目関連事業費

などの減少が主な要因です。農・林・水の各分

野で積極的に予算を計上したことに加え、喫緊

の課題に対応するため国補正予算を活用し、当

初予算から前倒しして実施する事業については、

２月補正予算で約６億８千万円を計上したとこ

ろです。引き続き農林水産業の成長産業化の実

現に向け、しっかりと取り組みます。 

次に個別事業について、先日１７日の予算特

別委員会で説明していない事業の中から主要な

ものを説明します。 

資料の５ページを御覧ください。 

下段のおおいたの有機産地等拡大促進事業費

５，７１５万円です。これは、有機野菜等の生

産販売や環境保全型農業に取り組む産地を育成

するため、関係する計画に基づき、新規参入者

を支援するとともに、広域出荷組織と連携する

仕組みを構築するものです。具体的には、一つ

目の二重マルのとおり有機農業者の広域出荷組

織の体制整備を支援するほか、二つ目の二重マ

ルのとおり広域指導体制の構築や経営体の規模

拡大に向けた機械導入などを支援します。 

次に、６ページを御覧ください。 

上段のマル特、産地が取り組む就農支援研修

等強化事業費９４１万１千円です。これは、産

地の担い手を育成・確保するため、市町、農協

又は地域の農業公社が開設するファーマーズス

クールや就農学校等の設置・運営を支援するも

のです。主な取組として、ファーマーズスクー

ル指導者の設置支援や実践圃場の借上支援、指

導者である就農コーチを対象にした研修を実施

し、研修体制の充実を図ります。 

次に、同じページの下段、農業担い手確保・

育成対策事業費３，６４６万８千円です。これ

は、産地が求める新しい担い手を確保するため、

分業体制の構築に取り組むとともに、移住就農

希望者に向けた情報発信や就農相談会等を実施

するものです。マル特のとおり、令和７年度は

農業支援サービス事業体と経営体を対象とした

マッチングフェアを実施し、農業支援サービス

事業体等を活用した分業体制の構築を図ります。 

次に、７ページを御覧ください。 

上段の魅力ある農業大学校づくり推進事業費 

１，６３４万４千円です。これは、農業大学校

において学生等の就農意欲を喚起するため、農

業実践教育を充実・強化し、即戦力となる人材

を育成するとともに、学生の外部との交流を推

進するものです。マル特のとおり、令和７年度

は県内の高校生や大学生を対象とした大規模な

就農・就業相談会を開催し、農業経営体と学生

とのマッチングを支援することで、就農につい

て後押しをしていきます。 

次に、８ページを御覧ください。 

下段の中山間地営農経営体強化対策事業費１

億１，５０７万６千円です。これは、持続可能

な中山間地農業を確立するため、集落営農組織

等の収益構造の改革や大規模経営体による連携

・統合を支援するものです。具体的には、一番

上の二重マルにあるとおり、新たに園芸品目等

の生産に取り組む集落営農法人に対し、経営基

盤強化に向けた人材確保を支援するとともに、

新規園芸品目の導入に係るリスク軽減や省力化

に向けた機械導入を支援します。また、その下

の二重マルでは経営強化に向けた連携・統合に

伴う急激な面積拡大に対応するため、作業機リ

ース経費や省力化に資する機械等の導入を支援

します。 

次に、９ページを御覧ください。 

林業事業体強化推進事業費４，５２７万３千

円です。これは、主伐・再造林を一体的に担う

中核的な林業経営体を育成するため、高性能林

業機械の導入等による業務の省力化や人材育成

などを支援するものです。マル新にあるとおり、

令和７年度は高性能林業機械やスマート技術を

林業経営体へ普及させるため、最新機器の現場

実演会を開催します。 

次に、１０ページを御覧ください。 

鳥獣被害総合対策事業費８億１，０１１万８

千円です。これは、野生鳥獣による農林作物被

害の軽減を図るため、集落全体で行う予防・集

落環境対策、捕獲対策、狩猟者確保対策、獣肉

利活用の各対策を総合的に支援するものです。

野生鳥獣による農林水産物被害は減少傾向にあ
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るものの、依然集落等の被害は深刻なことから

引き続き総合的に対策を講じます。中段のマル

特にあるとおり、令和７年度は学生を対象とし

たセミナーや銃猟体験ツアーの開催などによる

若手狩猟者の育成・確保に取り組みます。 

次に、１１ページを御覧ください。 

漁業取締船代船建造事業費４億３，２３３万

円です。これは、漁業秩序の維持及び漁業関係

法令違反の抑止を図るため、現在運用している

２隻の漁業取締船のうち、令和８年度に耐用年

数の２０年を経過するあさかぜについて、令和

７年度から令和８年度にかけて代船を建造する

ものです。 

次に、１２ページを御覧ください。 

漁業担い手総合対策事業費２，６０１万１千

円です。これは、意欲ある漁業の担い手を育成

・確保するため、漁業学校の研修生や新規就業

者に対し給付金を交付するとともに、人材育成

に向けた研修等を実施するものです。主な内容

としては、マル新にあるとおり、中核的漁業者

の経営拡大に向けた研修及び取組を支援します。

また、一番下のマルのとおり、漁業学校等で研

修を修了した後に漁船漁業で独立就業するため

の船舶等の購入に要する経費に対し助成します。 

最後に、１３ページを御覧ください。 

下段のマル特、漁港利活用推進事業費２８３

万２千円です。これは、全国豊かな海づくり大

会を契機とした海業振興による漁村の活性化を

図るため、漁港の新たな利活用に向けて、行政、

漁業関係者、専門家等による検討会等を実施す

るものです。令和７年度は、各漁港について状

況を踏まえた利活用方法や取組を検討するほか、

漁港施設用地の貸付料算定のための不動産鑑定

を行います。 

井上委員長 以上で、説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑等のある委

員はいますか。 

三浦委員 ６ページにあった農業の新たな担い

手の部分なんですけど、これは純粋に教えてく

ださい。今、大分県下の農家の年収は大体どれ

ぐらいになるんですかね。去年視察で佐伯市に

行ったとき、林業はいろんな職種でアバウトに

教えてもらったんですが、農業はどれぐらいあ

るのか分かりますか。差があろうけど、専業で

やりよって、どんなものなんでしょう。 

そこがやっぱり、収入がどれぐらいかと言わ

れて分かりませんと言うようじゃ、新しい若い

人にやれやれ言うたってなかなか入らんと思う

んですよね。サラリーマンをやっていた方がも

うかるんやったら、そこまでやるかなというの

があったので。ちょっと純粋にそれを聞いてみ

たかっただけで、特にこの予算どうこうじゃな

いです。 

信貴新規就業・経営体支援課長 農業者の所得

ですが、はっきりした数字は持ち合わせていま

せん。ただ、大分県は認定農業者が３，８００

名ぐらいいるんですが、国の制度で認められた

認定農業者は所得目標が４００万円となってい

るので、そこが一つのラインになってくるのか

なと。４００万円の所得目標を目指して、経営

計画をつくって改善していく方が大分県の中核

を担うと。さらにその上にいくと、所得という

よりも販売額になってくるんですが、３千万円

ぐらいが法人化を目指す経営体になっていきま

す。 

三浦委員 分かりました。ありがとうございま

す。 

 もう一ついいですか。さっき言った１１ペー

ジ、あさかぜという取締船は県の船ですか。乗

っちょる人は県職員ですか。 

大屋審議監兼漁業管理課長 県の船で、県の職

員が６名乗っています。（「分かりました。あ

りがとうございます。結構です。」と言う者あ

り） 

二ノ宮委員 いつも同じですが８ページの中山

間地のことです。 

 この前の一般質問でも言ったんですけど、ち

ょうど今第６期対策の説明会があって、本当に

年々条件が厳しくなるように感じています。こ

こに書いてあるように、集落営農の収益行動の

改革と大規模経営体による、という言葉がいつ

も出てくるんですけど、大規模化ができないの

が中山間地だと思うんです。国の予算案や財務

省のデータもこの間皆さんに見せたんですけど、
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とにかく中山間地農業に対して、だんだん補助

とかが狭くなっているように感じています。 

 加算もあるんですが、例えば共同防除の加算

は１０アール当たり２千円なんですけど、そう

いうのも第５期でやっていたところには付けな

いとか。それから１０割単価と８割単価という

のを御存じと思うんですが、１０割取ろうと思

ったらいろんな条件が付けられて、なかなか難

しいように感じています。 

 この中山間地域の補助金は、中山間地の農業

や農地を守ってもらっているという立場に立た

ないと。ここで経営的なものを入れていったら、

とてもじゃないけど中山間地は続かないと思っ

ています。一般論で大変すみませんけど、何か

あれば。 

畑中地域農業振興課長 中山間地域等直接支払

交付金制度についてですが、第５期対策が令和

６年度に終わり、令和７年度から新しい５か年

の対策が始まります。この制度は、５か年に１

回内容を見直しており、二ノ宮委員がおっしゃ

ったように、いろいろな変更があります。これ

までの５か年の課題を整理した上で、各県から

こういった課題があるという話をしながら、国

ではそういった話も聞いて制度を変更していま

す。 

 やはり一番大きな全国共通の課題は、中山間

地の協定組織の運営自体が非常に難しくなって

きていることです。特に小規模な地域、少人数

の集落ほど、次期対策から対応が難しいという

声が多かったと。そういうことがあったので、

国としては８割単価、１０割単価のうち１０割

単価を出すための要件として、１０ヘクタール

以下の組織について、実質的には複数の組織と

ネットワークを組んでいく計画を立ててくださ

いとなっているんですね。そういったことを今

から取り組んでくださいという形で、１０割単

価になるようにしています。国の説明としては、

そういった全国の課題を見つけた上で、それを

要件としているということです。 

 それから、これは前回の第５期対策から始ま

っているんですが、これまでは５か年間農地を

維持できない状況になったときには、全協定組

織全てに対して遡ってお金を返還する話になっ

たんですが、例えば高齢化とか病気とか、個々

の農家の事情がもっともであれば返還の必要は

ないし、仮に返還の理由が通らなくてもその方

のみの返還ということで、全国からの要望に基

づいて少しずつ使いやすくなっている部分もあ

るのかなと思っています。 

 我々としては、とにかく全額要望について予

算を付けていただきたいと。大事なことなので、

それは引き続き国に対して要請していきたいと

思っています。 

二ノ宮委員 確かに中山間地組織も小さなとこ

ろがあって、統合という形を取らなければなら

ない、もっと言えばそうしないとなかなか経営

が難しいところもあると思います。だけど、そ

ういうのを条件にしていって、ものすごく使い

勝手が悪くなっています。一番大事なのは、何

のためにこの事業があるか。これは本当にいい

事業だと思っているので、そこが欠けてくると

形だけになる気がしています。 

 この間、３倍にという極論を言いました。２

万３千円を６万３千円にしたら、１０町歩つく

ると６３０万円になって、若い人を雇うことが

できるんです。そして米を売った分について、

そこで営農組織をつくって、全体で地域を守る。

もっと言えば農村を守ると。僕は今こう言って

いるけど、そこまでやっていかないと、１０年

先に農村はどうなっているか。今のままで行っ

たらもう大変なことになると思いますよ。だか

ら、国がこう言うからとかじゃなくて、やっぱ

り本当に現状を見てどうかしていかないと、県

民の食料を守ることを考えたときも大変な状態

になると思います。要望です。 

若山委員 同じような考えになるんですが、高

齢化などで農業従事者がいなくなって、中山間

地は５年、１０年先が見えなくなる小規模集落

が本当に増えています。 

 園芸品目等のもうかる農業について、国の取

組は高く評価していますが、守る農業の部分で

も、専業農業者だけではなく働きながら農地を

守っている兼業農家にも何か対策を講じていか

なければ、とてもじゃないけど中山間地の農地
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が守られない状況になってくる。小さな営農集

団がどんどん潰れていって、結局は高齢化で人

がいなくなって、そこを担う人たちがいなくな

る。あと５年先ぐらいならめどが立つけど、そ

こから先が分からない営農集団がかなり多くな

っているのが実情です。 

 専業農家だけでなく、兼業農家など農業に従

事する人を大切にした対策ができないかなとい

う気がしてしょうがない。このままでいくと、

本当に中山間地の農業はなくなって、農地も耕

作放棄地ができるだけだと。二ノ宮委員が言っ

たように、園芸品目に替えられないところがど

んどん取り残されていっている状況なので、是

非よろしくお願いします。要望です。 

 それと、米価がどんどん上がっている対策で、

全国的には作付面積を上げる部分があったんで

すけど、大分県は逆に上げ幅もないように感じ

るんです。それで米が供給できると感じても、

米価があまり下がってしまうと、今度はまた農

業をする人の収入が減って困る。ある程度正常

な範囲内に落ち着くような施策は何か考えてい

るんでしょうか。 

玉田水田畑地化・集落営農課長 米の作付の減

少について、市町村や大分県としては、今後の

人口減少等の将来的な需要低下、より高収益な

園芸品目や需要が拡大している麦、大豆、飼料

作物の生産拡大についても必要を踏まえて、生

産者代表や農業団体、市などで構成される大分

県農業再生協議会で生産目安を決定しています。 

 受給の安定についての施策ですが、この需給

の安定は生産者や地方自治体だけでは非常に限

界があるので、この一環として国での備蓄米の

放出とかもあります。また、令和９年度から米

を含む水田施策の見直しを始めており、そうい

った動きも注視していきたいと思っています。 

若山委員 確かに県だけ、市町村だけでできる

方策ではないので、米作農家に対するいろんな

対策を含め、供給がしっかりできるように国全

体として取り組むなど、是非県から国にいろん

な要望を出していただきたいと思うので、よろ

しくお願いします。 

宮成委員 何点か伺います。 

 まず有機農業ですが、広域の出荷体制や販路

拡大という言葉があったと思うんですけど、具

体的にどのような形で広域的に進めようとして

いるのか、ちょっと教えてください。 

 それから鳥獣害に関してちょっと教えてほし

いんですが、市町村等との連携なんでしょうけ

ど、市町村は結構まちまちでいろんな補助金と

か出していると思うんです。なかったら別にい

いんですが、もし市町村独自の報償金と被害額

との関係みたいなデータがあれば。県がプラス

で上乗せしている分があるので、それを分析し

ないと、この先の対策がちょっと見い出せんの

やないかなという気がしているので、あれば教

えていただきたいと思います。 

 それから担い手の話について、農業は話にも

出ていますが、漁業、水産業が県下で今３，５

００人ぐらいしか従事者がいないという数字を

見ることがあるんです。すごい数字だと思うん

ですが、この先はどのような見通しなのかなと

気になりました。 

 以上、取りあえず３点お願いします。 

畑中地域農業振興課長 有機農業についてお答

えします。 

 有機農業は、個人の消費者に対して、有機農

業に取り組んでいる農業者個人が段ボールにい

ろんな野菜を詰めて小口で送るのが一般的でし

た。それではなかなか拡大していかない、伸び

ていかない、消費者を増やすのも難しいので、

有機農業者が集まって１か所にまとめて、それ

を量販店に売っていくと。個人対個人ではなく

て、そういった集団対量販店の流れをつくって

いく大きな狙いが一つあります。具体的には、

県内で特に大規模な有機農業者が複数名集まっ

て組織をつくり、そういった流通をつくる準備

室のようなものを自分たちで立ち上げています。

今そこを支援しており、既に大消費地である関

東方面等で、数年前から実際にそういった量販

店や卸業者と話をして販路拡大を進めています。

いくつかは既に物が欲しいという話が出ている

ので、それに対応した出荷ができる農業者や産

品について、令和６年度から具体的に取組を始

めています。 



- 7 - 

 こういったニーズが結構高いのは分かったの

で、今後は県内でつくっている有機農産物をい

かに１か所にまとめることができるか。今後は

集荷など県内でルートをつくって、大消費地に

送る仕組みづくりに取り組む予定です。 

田口森との共生推進室長 鳥獣対策について、

市町村上乗せの各報償金とその市町村ごとの被

害額の関係です。その関係性はちょっと整理さ

れていませんが、各報償金は各市町村で上乗せ

している状況です。 

 県では猟期外は６千円、それに加えて１７市

町村で単独の上乗せをしています。これはイノ

シシの金額なんですが、２千円の市町村が１市、

３千円の市町村が２市、４千円の市町村が４市、

５千円が６市、６千円が２市、１万円が３市あ

ります。要望や被害状況も含めた形で、それぞ

れの市町村で報償金の額を決めている状況にな

っています。 

 これは猟期外についてですが、県では猟期内

は実施していないので、市町村が単独でしてい

ます。 

 シカについても県８千円、市町村義務負担２

千円に加えて、３市町村で単独の上乗せをして

います。金額は１千円、２千円と大きな金額で

はありませんが、被害の大きい市町村でシカに

対しても上乗せをしている状況です。 

大塚水産振興課長 漁業就業者の件についてお

答えします。 

 この間、漁業センサスが出たんですが、それ

では令和５年の漁業就業者数は約２，５００人

となっており、５年前に比べると１千人程度減

っています。しかも今の２，５００人は６５歳

以上が半分なので、これから１０年先を考えた

ときに、６５歳以上の方――漁業は比較的高齢

まで一本釣りなどは就業できるので、半分辞め

たとすると、１千人から６００人程度はいなく

なる。今漁協とも話しているのは、目標として

毎年６０人の新規就業者を確保することによっ

て、何とか１０年先に２千人は維持していきた

いと考えています。 

宮成委員 分かりました。 

 ただ、若い夫婦など地にはいつくばって草を

取ったり、ユンボで掘ってゴボウを植えたりな

どいろいろあると思うんです。とにかく収穫量

が少ないやり方だと思うので、やっぱり価格が

高くないと。大手の量販店にという話もあった

けど、これは今まで２年間いろんなところで議

論してきたんですが、県下にあるラグジュアリ

ークラスの宿泊施設など、量販店よりお金にな

りそうなところとコネクションをうまくつくっ

ていくことも考えていかなければならないと感

じました。コメントは特にいいです。 

 それから鳥獣害に対してですが、別に市町村

が上乗せするのも全然構わんし、そこは県が踏

み込まなくてもいいと思うんです。ただ、今か

ら高齢化が進む中で、やはりどこかで人に対し

てそういった報償金的なものも考えていかんと、

今から５千人増やしていくのは非常に難しいと

思います。ほかの方法もあると思いますが、今

までと違って狩猟免許を取る方のターゲットを

絞って、例えば消防団に入っている方とか、何

かそういった具体的な手をいろいろ下していか

ないと。非常に難しい数字、高い目標を掲げて

いるので、いろいろ多方面から考えてもらえれ

ばと感じました。 

 それから水産業の従事者が２，５００人です

か。本当に厳しいですが、年間６０人という目

標を立ててとのことなので、バトンを次世代に

つなぐことを本当にやっていかないと、本県の

水産業――これは養殖とかも含めてですよね、

非常に厳しいと改めて感じました。みんなでち

ゃんと知恵を絞っていかんといけんなと思いま

した。 

御手洗委員 以前取り組んでいましたが、今魚

礁はどうなっているんですか。近年、魚礁の取

組はあまり聞かないんですが、以前は随分、魚

礁を沿岸部に入れた記憶があるんです。 

大塚水産振興課長 魚礁の関係については、毎

年入れています。ただ、魚礁は魚を効率的に集

めて取る目的でかなり沖に入れることが多いん

ですが、最近資源が減っている状況もあり、魚

礁よりは沿岸部に餌を湧かせたり、海藻を生や

したりする増殖礁を入れる事業の比率が多くな

っています。 
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御手洗委員 ちょっと分かりにくいんですが、

多額の予算の中で漁獲高を上げるために、私も

１０年か１５、６年前、かなりやった記憶があ

るんですが、近年ないので。もう方針を変えた

んですか。 

大塚水産振興課長 方針を変えているわけでは

ありません。予算概要の中にも、沿岸漁場基盤

整備事業という事業はずっと公共事業であって

……（「この中にあるんですね」と言う者あり）

あります。（「何ページにあるんですかね」と

いう者あり）今、タブレットに出しましたが、

１８９ページです。（「分かりました。やって

いるんですね」と言う者あり） 

二ノ宮委員 この資料の中にはないんですが、

概要書に優良竹林化・利活用推進事業があり、

以前からずっと心配しているんですけど、農村

部の竹害ということで、何か有効利用できない

かなという提案をいつもしています。予算的に

見ると、ずっと去年とほとんど同じような金額

なんですけど、農村ではやっぱり竹に対する何

か有効利用がないかといつも心配しています。

何か新たな活用とか、どういう感じでやってい

るかを教えてもらいたいです。 

神鳥林産振興室長 優良竹林化の事業では、竹

林のタケノコ生産地としての維持管理、また竹

材等の利活用を推進するための伐竹整備、管理

作業路などの整備について支援しています。 

 二ノ宮委員から質疑があった、整備した竹材

をどう有効活用していくかについて、最近の状

況をちょっと説明します。以前説明したかと思

うんですが、今年度、大分県内のバイオマス発

電所と九州内のＭＯＸバイオマス発電所が連携

して、竹チップを燃料に活用する実証試験を続

けていました。２月時点で当室が状況を確認し

たところ、今は二つ話があって、竹が堅くてチ

ッパーの損耗が激しいので竹用のチッパーをい

かに活用していくかが課題だというのが一つ。

二つ目は、燃焼の可否ですね。竹は既存のＭＯ

Ｘバイオマスボイラーで使えないので、燃焼の

可否については精査するのにもう少し時間がか

かると伺っています。 

二ノ宮委員 日田に連れて行ってもらったとき

に、可能性が高いという説明があって期待して

いたんですけど、是非これは進めていただきた

いと思います。 

 それともう一つは、肥料と飼料。それも宮崎

県までわざわざ連れて行ってもらったんですけ

ど、あんまり進んでないようです。その点も情

報がありましたら。 

神鳥林産振興室長 竹材の肥料と飼料への活用

ですが、二ノ宮委員が視察した宮崎県と鹿児島

県で竹材の伐竹を展開している企業が、視察と

いうか、実は１１月に大分県へ来ていて、県内

の農業者とそういった伐竹が実際できないか検

討しているという話は伺っています。 

 その後、確認したんですがまだ協議中で、実

際どこでどれだけ伐竹をするか、どう利用して

いくかはまだ決まっていないと聞いています。 

井上委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 委員外議員の方は御質疑ありませ

んか。 

木田委員外議員 農業大学校の魅力ある農大づ

くりと有機産地の拡大との関係なんですけど、

昨年１２月、今日ほかの委員会に出ている玉田

議員が有機専科を農大に設けてほしいという話

を議会の質問で出したと思うんですけど、この

魅力ある農大づくりのどこにそれが盛り込まれ

ているのか。この間の検討を含めて、他県の農

大の例を含め研究してみるとのことでしたが、

その検討状況がどうなのかですね。 

 もう一つは有害鳥獣対策で、最近ヒヨドリの

被害がひどいと。この間も葉物がかなりやられ

ているという報道がありましたが、新年度予算

の総合対策の中でヒヨドリ対策は今後対応可能

なのかどうか、その二つをお願いします。 

信貴新規就業・経営体支援課長 まず農大につ

いてですが、カリキュラムの中でスマート農業

とＧＡＰは大きく打ち出しています。ＧＡＰで

は当然、生産工程などの勉強をして、有機も含

めてつながっていくところです。 

 また、有機そのものについても講義をちゃん

としているので、そういう中で学生には幅広に

しっかり学ぶ機会をつくっています。 
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田口森との共生推進室長 ヒヨドリの被害につ

いてです。 

 先日新聞にも載りましたが、実は全国的にヒ

ヨドリの被害が増加しているということで、今

大分県にも農林水産省から被害状況の調査が来

ています。調査中で詳しいことはまだはっきり

しませんが、実際にヒヨドリの被害が増えてい

るとは聞いています。 

 報償金の対象になるかということですが、国

では上限にして１羽２００円の報償金制度があ

るんですが、これまで大分県ではヒヨドリの被

害額が１年間に２４万円ぐらい。非常に小さい

額しか上がってこなかったので、今のところ一

番被害の多いイノシシやシカ、アナグマ、アラ

イグマなど中型動物の被害に対しての報償金を

対象にしており、ヒヨドリ等鳥類の報償金は用

意していない状況です。 

 対策は防鳥ネットを張っていくことで、網目

が３センチの防鳥ネットが非常に効果的です。

特に１月から３月は飛来するヒヨドリがちょっ

と大きな群れになっていくので、この春先が一

番気を付けるべき時期となっています。 

木田委員外議員 有機専科は他校の先進的な取

組がたくさんあると思います。我々会派で島根

県にも調査へ行きましたが、有機農業をやって

いる農家を協力農家として、農大と連携して現

地と一緒にいろんな研修体制等を組んでいて、

いろいろといいやり方があるんだなと思ってい

ます。これから産地を拡大しないといけない分

野なので、是非もっと積極的な取組を研究して、

農大も多分体制が変わると思うので検討をお願

いしたいと思います。 

 ヒヨドリについては対策しないと大変な状況

になるんじゃないかなと思います。ヒヨドリ対

策は技術的に非常に難しいと言われているので、

農家の方は非常に困っていると思います。集計

中とはいえ、大きな被害で何かしないと大変な

ことだと思うので、よろしくお願いします。 

宮成委員 関連してヒヨドリについてなんです

が、ジビエとか何かそういった形での検討をさ

れたことはありますか。 

田口森との共生推進室長 鳥に関しては、ジビ

エ料理で良くお店にも出てきます。意外にカラ

スとかも出ているぐらいですね。その中ではヒ

ヨドリはおいしい鳥だと。もともとヒヨドリと

ムクドリがよく似た鳥なんですけど、ムクドリ

は果実とかキャベツとかは食べない。ですが、

ヒヨドリは果実やキャベツ、葉物など非常に栄

養価の高いものを食べているので、非常におい

しいと聞いています。 

 ただヒヨドリを獲るのはなかなか難しい。も

う鉄砲も利用できなくなっていますし、捕獲す

るのも非常に難しい鳥なので、それ専門の方は

いません。カモとか、ある程度大きくならない

となかなか獲る方はいないので、市場性は非常

にあるんですが、捕獲が難しいと。 

井上委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 ほかに御質疑等もないので、これ

より採決に入ります。 

第１号議案令和７年度大分県一般会計予算の

うち、本委員会関係部分について採決します。 

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

井上委員長 御異議がないので、本案のうち本

委員会関係部分については、原案のとおり可決

すべきものと決定しました。 

 次に、特別会計予算に係る三つの議案をまと

めて審査します。第６号議案から第８号議案ま

でを一括して、執行部の説明を求めます。 

三股団体指導・金融課長 第６号議案令和７年

度大分県林業・木材産業改善資金特別会計予算

について説明します。 

１４ページを御覧ください。 

予算額は、歳入・歳出共に表中の左側、予算

額（Ａ）欄の一番下にあるとおり９億５，２７

３万９千円です。 

次に、１５ページを御覧ください。 

主な内容について説明します。林業・木材産

業改善資金貸付金２億円です。これは、林業・

木材産業の経営者や従事者が、新たに経営を開

始する際に必要な機械の導入などに必要な資金

を無利子で貸し付けるものです。 
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次に、１６ページを御覧ください。 

一番上、木材産業等高度化推進資金貸付金３

億７，５００万円です。これは、木材の生産・

流通の合理化や木材供給の円滑化を図るため、

素材・製材品等の購入や木材の加工流通システ

ム整備のために必要な資金について、金融機関

との協調融資により低利で貸し付けるものです。 

次に、１７ページを御覧ください。 

第７号議案令和７年度大分県沿岸漁業改善資

金特別会計予算について説明します。予算額は、

歳入・歳出共に表中の左側、予算額（Ａ）欄の

一番下にあるとおり２億１５８万５千円です。 

次に、１８ページを御覧ください。 

主な内容について説明します。沿岸漁業改善

資金貸付金２億円です。これは、沿岸漁業従事

者の漁業経営や生活の改善、青年漁業者の育成

・確保を図るため、作業の効率化や安全性を向

上させる施設整備などに必要な資金を無利子で

貸し付けるものです。 

長谷部森林整備室長 第８号議案令和７年度大

分県県営林事業特別会計予算について説明しま

す。 

 １９ページを御覧ください。 

予算額は、歳入・歳出共に表中の左側、予算

額（Ａ）欄にあるとおり５億９，７３７万９千

円です。これは、県営林の適正な管理に必要と

なる森林の伐採や保育を実施するとともに、分

収交付金の支払や借り入れた県債を償還するも

のです。 

次に、２０ページを御覧ください。 

主な内容について説明します。上段の伐採事

業費８，７３６万２千円です。これは、県行二

者分収林の伐採で得た収入を分収割合により精

算金として土地所有者に交付する分収交付金の

支払などを実施するものです。 

次に、資料の２１ページを御覧ください。 

上段の管理事業費３，１９３万４千円です。

これは、主伐期を迎えるまでの県有林及び県行

二者分収林について、保育や管理を実施するも

のです。 

井上委員長 以上で、説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。委員の皆様から御

質疑、御意見等はありませんか。 

二ノ宮委員 １５ページ、林業・木材産業改善

資金貸付金です。１８ページの沿岸漁業改善資

金貸付金にも関係あるんですけど、ちょっと教

えてください。 

 この財源内訳の繰越金と諸収入を見たときに、

繰越しということは、結局２億のうちの１億７，

６８５万８千円が使用されていない、貸付けの

希望がなかったと。そしてその下、２，３１４

万２千円が、実際に貸し付けて諸収入に入って

きたという考えでいいんですか。これ、１８ペ

ージも同じなんですけど。 

三股団体指導・金融課長 おっしゃるとおりで

す。 

二ノ宮委員 いつも感じてたんですけど、何か

利用が少ないんじゃないかと。林業・木材産業

改善資金は２億円のうちで２，３１４万２千円

しか使われていないし、沿岸漁業改善資金も２

億円のうち１，４５３万円しか使っていない。

何かもったいない気がするというか、こんなに

利用率が低いのはどういう理由なんでしょう。 

三股団体指導・金融課長 おっしゃるとおりで、

最初の林業・木材産業改善資金については今年

度実績１件で２千万円、沿岸漁業改善資金につ

いては実績ゼロの状態になります。 

 いずれも相談件数はあがっていますが、実際

に貸付けまで至るケースは非常に少なくなって

いると。最近は設備等の購入ではなくリースで

対応するケースが増えており、リース案件は補

助対象になっておらず、また国庫補助事業の充

実や補助事業の自己負担分に充てられない状況

があるので、貸付けが伸びていないのが主な要

因と考えています。 

 現在、関係する各団体等を訪問して制度の説

明をしたり、団体を通じて広報に努めてもらっ

たり、また県の振興局においても生産者等と接

触する場面で利用の働きかけはしたりしている

状況です。適宜、会計規模の見直し等も行って

おり、林業・木材産業改善資金特別会計につい

ては昨年度３億円、今年度１億５千万円――こ

れは資金の出し元の国、県に返還する対応も行

っている状況です。 
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二ノ宮委員 ありがとうございます。 

 経営的には農業、林業も全て大変苦しいと思

います。そういった中で、やはり簡単に言えば、

この貸付金の要綱とかの使い勝手が悪いんじゃ

ないかと。さっきリースも入っていなかったと

いう話だったんですけど、是非使い勝手を良く

して、使いやすいようにお願いしたいと思って

います。 

井上委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 委員外議員の方は御質疑ありませ

んか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 ほかに御質疑等もないので、これ

より採決に入ります。まず、第６号議案令和７

年度大分県林業・木材産業改善資金特別会計予

算について採決します。 

 本案は原案のとおり可決すべきものと決する

ことに、御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と言う者あり〕 

井上委員長 御異議がないので、本案は原案の

とおり可決すべきものと決定しました。 

 次に、第７号議案令和７年度大分県沿岸漁業

改善資金特別会計予算について採決します。 

 本案は原案のとおり可決すべきものと決する

ことに、御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と言う者あり〕 

井上委員長 御異議がないので、本案は原案の

とおり可決すべきものと決定しました。 

 次に、第８号議案令和７年度大分県県営林事

業特別会計予算について採決します。 

本案は原案のとおり可決すべきものと決する

ことに、御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と言う者あり〕 

井上委員長 御異議がないので、本案は原案の

とおり可決すべきものと決定しました。 

次に、第３１号議案令和７年度における農林

水産関係事業に要する経費の市町村負担につい

て執行部の説明を求めます。 

木許農林水産企画課長 第３１号議案令和７年

度における農林水産関係事業に要する経費の市

町村負担について説明します。 

資料の２２ページをお願いします。 

これは、令和７年度当初予算案で計上してい

る農林水産関係の公共事業においてその一部に

市町村負担を要する事業があることから、その

負担割合を定めることについて、地方財政法等

の規定により、議決をお願いするものです。 

資料中段の表を御覧ください。令和６年度か

らの変更があるものは矢印で表している１５事

業となっていますが、いずれも事業箇所の変更

のみであり、制度改正はありません。 

なお、今回の議案の提出にあたっては、事前

に関係市町村から同意をいただいています。 

井上委員長 以上で、説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑等のある委

員はいますか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 委員外議員の方は御質疑ありませ

んか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 別に御質疑等もないので、これよ

り採決に入ります。 

第３１号議案令和７年度における農林水産関

係事業に要する経費の市町村負担について採決

します。 

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

井上委員長 御異議がないので、本案について

は、原案のとおり可決すべきものと決定しまし

た。 

以上で、付託案件の審査を終わります。 

次に、執行部より報告をしたい旨の申出があ

ったので、これを許します。まず①の報告をお

願いします。 

山口農業成長産業化推進室長 大分県農業成長

産業化推進本部会議の開催について、第１回会

議の結果を報告します。 

資料の２３ページを御覧ください。 

先月２月６日に１７市町と１１農業団体の出

席のもと開催し、課題の整理と取組の方向性に

ついて意見交換を行ったところです。 

具体的には、３内容の（１）大分県農業成長
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産業化推進本部の取組方針として、まず市町、

農業団体、県とで本県農業の成長産業化と農村

地域の持続的発展に向け、一体的・総合的な取

組を展開することを確認しました。 

次に（２）大規模園芸団地の計画的整備に向

けた取組方針では、資料右下にも記載していま

すが、１０年間で１０ヘクタール以上の園芸団

地を１０団地以上整備する大規模園芸団地１０

＋（テンプラス）プロジェクトに一丸となって

取り組むことを決議しました。 

また資料左側、（３）地域農業の持続的発展

に向けた今後の取組内容の整理では、本推進本

部で取り上げるべき検討項目について、労働力

不足対策や農地活用・保全策、地域機能の維持

策など市町・農業団体から幅広く意見をいただ

いたところです。 

そこで４今後の取組ですが、一つは農村振興

に必要な集落活動等について取組を整理し、優

良事例を共有しつつ、有効策を検討していきま

す。また、労働力不足対策につながる農作業受

託可能事業者のリスト整備など、事務的に整理

可能なものは早急に進めていきます。 

井上委員長 以上で、説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑、御意見等

のある委員はいますか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 委員外議員の方は御質疑ありませ

んか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 別に御質疑等もないので、②の報

告をお願いします。 

森迫農地計画課長 今議会の一般質問でも話が

あった大蘇ダムについて、改めて国からの説明

内容等を報告します。 

資料の２４ページを御覧ください。 

これまでの経緯についてですが、平成１６年

度末に国営事業で築造した大蘇ダムは、令和２

年の事業完了後も浸透が続いたことから、国は

令和４年度から３年間かけて浸透原因調査を実

施しました。その結果、本年３月に国から維持

管理協議会に対し、これまでの調査結果と今後

の対策、さらに直轄管理の導入について説明が

あったところです。 

国の説明内容ですが、調査の結果、大きな浸

透を示す原因は確認されませんでしたが、満水

時の一日の浸透量２万５千立方メートルに対し、

下の図で示したとおり、緑色の堤体上流堤敷部

で２割、コンクリート吹付を実施している赤色

の斜面部で２割、対策を行っていない黄色の貯

水池上流エリアで６割と全体的な浸透が確認さ

れました。 

資料上段に戻りますが、国は農業用水を確保

するため、斜面部の目地補修や貯水池上流エリ

アの池底整備などの追加対策について、令和７

年度から地元の負担を求めずに実施するとして

います。さらに、このような対策を行っても一

定の浸透を有するダムとして運用するには、両

県への配水調整などに技術的な配慮が必要とな

るため、令和９年度からの直轄管理事業を導入

する方針であるとのことです。 

県としては、安定した農業用水の確保はもち

ろん、直轄管理に移行するまでの間、国職員の

派遣体制を維持することなど国へ引き続き要望

していきます。 

井上委員長 以上で、説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑、御意見等

のある委員はいますか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 委員外議員の方は御質疑ありませ

んか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 別に御質疑等もないので、③の報

告をお願いします。 

森迫農地計画課長 昨年９月に承認いただいた

大分県農林水産業振興計画おおいた農林水産業

元気づくりビジョン２０２４を補完する農業農

村整備の行動計画として、大分県農業農村整備

長期計画を策定したので、その概要について報

告します。 

資料の２５ページを御覧ください。 

２計画の期間ですが、おおいた農林水産業元

気づくりビジョン２０２４の目標年と同様に令

和１５年度としています。 

次に３施策体系ですが、四つの基本方針を掲
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げています。まず左側上段、一つ目の（１）元

気な担い手・産地づくりに向けた生産基盤の強

化において、畑地では経営拡大を目指す中核的

経営体のニーズに応じた大規模園芸団地づくり

や高機能化に向けた整備について、水田では高

収益品目や麦・大豆の生産拡大に向けた畑地化

・汎用化に加え、スマート農業の実装に向けた

整備を推進します。 

次に左側下段、二つ目の（２）農業生産を支

える農業水利施設の計画的な更新整備と適正な

保全管理では、農業用水の安定確保向けた水利

施設の機能保全計画に基づく適期・適切な更新

整備や突発事故による営農への影響軽減のため、

調達に時間を要する資材の備蓄や県内での融通

体制の整備に取り組みます。 

左側下段、三つ目の（３）安全・安心な農村

づくりに向けた防災・減災対策では、防災重点

農業用ため池の耐震・豪雨対策の改修や管理省

力化と緊急時における迅速な避難行動につなげ

るため池管理システムのハード・ソフト対策に

加えて、農業用ダムやため池の事前放流や田ん

ぼダムによる流域治水についても推進します。 

最後に右側中段、四つ目の（４）土地改良区

の運営基盤強化と多面的機能の発揮では、合同

事務所化による職員確保や小水力発電の整備等

により土地改良区の運営基盤の強化に取り組む

とともに、農地や農業用施設の適切な維持管理

に向け多面的機能支払の体制強化や棚田保全に

取り組みます。 

なお、こうした施策を着実に実施していくた

めには何よりも農業農村整備予算の確保が重要

なので、引き続き国に対して要望活動を行って

いきます。 

井上委員長 以上で、説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑、御意見等

のある委員はいますか。 

二ノ宮委員 資料の（２）農業生産を支える農

業水利施設のことでお聞きします。 

 いくら田をつくりたいといっても水が来ない

とできないと。私は提子土地改良区の理事をし

ていて、今日の午前中に理事会へ出ていました。

二つあって、一つは古い水路をいかに良くして

いくか、もう一つは災害が起こったときに早急

に管理ができる体制になるかなんです。特に、

後者の作業道がないと手作業じゃできない大き

な災害がちょくちょく起こっています。そうい

うことで、例えば作業道についての国や県の補

助とか、どういう位置付けをしているのかなと。

どこの水利組合もやっぱり作業道をつくろうか

なと今動いていると思うんですけど、その辺の

状況というか。教えてください。 

小林農地・農村整備課長 水路の管理道ですが、

水路改修整備とあわせて行う工事用道路として

一度整備して、それを工事完了後も管理道とし

て活用していく方法が最近では多く取られてい

ます。水路整備に関しては、総事業費２００万

円から取り組む事業制度、国庫補助制度もあり

ます。そういった制度を活用し、地元の方と施

設管理者と相談しながら必要な道路整備等を進

めていきたいと考えています。 

二ノ宮委員 水路の改修をするときに一緒にや

るのは分かるんですけど、改修したときじゃな

くて、災害に対して今から現行の水路に作業道

とか管理道をつくっていかないと。高齢化さら

には災害が激甚化する中で、もう手作業ではと

ても駄目なんです。私が作業道と言っているの

は機械が入る道路についてですが、県が積極的

に進めていかなければ水路管理は難しいんじゃ

ないかと。せっかくこういう計画ができて、わ

ざわざ農業水利施設まであがっているので、そ

の辺についてもう少し前向きにやっていただき

たいと思うんですけど、どうでしょうか。 

小林農地・農村整備課長 県内の農業水利施設、

農業水路そのものが、耐用年数等を超過する中

でかなり経年劣化が進んでいます。そういった

中で水路本体の整備に対するニーズが非常に高

まっており、そちらの適時適切な更新整備や水

路の改修とあわせて、維持管理の軽減を図る事

業推進を現在行っています。 

 また道路のみの整備については、現行の制度

では県の単独事業でも実施可能なものがあるの

で、その地域の水路の実情やニーズにあわせた

事業選択が可能となっています。そういった制

度を活用しながら整備を進めていきたいと考え
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ています。 

井上委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 委員外議員の方は、御質疑等あり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 ほかに御質疑等もないので、④の

報告をお願いします。 

畑中地域農業振興課長 農林水産試験研究基本

指針の改定について、説明します。 

資料の２６ページを御覧ください。 

農林水産研究指導センターでは、農林水産振

興計画おおいた農林水産業元気づくりビジョン

２０２４の計画達成に資するため、向こう１０

年間の試験研究の方向性を定めた農林水産試験

研究基本指針を改訂しました。 

左側の下部を御覧ください。基本指針は、こ

れまでも県の長期計画の策定とあわせて改訂を

行っており、基本理念や行動指針、研究の展開

方向や組織体制等について定めています。 

資料右側の概要について説明します。新たな

指針では、時代の変化とマーケットに対応し、

産地と担い手の技術を革新する農林水産試験研

究の確立を基本理念に、ニーズ、チャレンジ、

普及を行動指針として、環境制御技術など、技

術革新が著しいスマート技術や効率的な育種が

可能となるバイオ技術、また近年激しさを増す

夏場の猛暑といった気候変動への対応を重要な

テーマとしました。 

またセンターの体制及び運営方法として、研

究開発基盤の強化を進めるため、専門性の高い

研究員の育成や継続的な研究体制の構築、産学

官共同研究の推進強化に取り組むとともに、計

画的な施設・備品の整備等も進めます。 

なお、指針の詳細については、３月末に大分

県のホームページで公表する予定です。 

井上委員長 以上で、説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑、御意見等

のある委員はいますか。 

若山委員 要望です。是非こういった部分に取

り組んでいただきたいなと思うんですけど、気

候変動に対応した部分でいけば、この頃の猛暑

で実際に病害虫がいろんな形でどんどん広がっ

ています。これからも懸念されると思うんです

けど、病害虫への対策を早めに指導していける

体制の確立を是非お願いしたいと思います。 

井上委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 委員外議員の方は、御質疑等あり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 ほかに御質疑等もないので、以上

で諸般の報告を終わります。 

 その他、執行部より何かありませんか。 

田口森との共生推進室長 九州各県の鳥獣関係

部署の体制一覧及び鳥獣被害額の現状について

です。 

資料の２７ページを御覧ください。 

全国で野生鳥獣の被害が問題となる中、地形

や気候に加え、野生鳥獣の種類や生態、生産さ

れている農作物やその被害形態など、大分県と

類似している九州各県の鳥獣対策について、関

係部署の体制と鳥獣被害額の状況をとりまとめ

ました。 

まず、表の上段の鳥獣関係業務ですが、国の

関連省庁ごとに三つの業務に分かれています。

農林水産省関連では、防止柵などの予防・集落

環境対策や捕獲報償金などの捕獲対策、ジビエ

の需要拡大などの獣肉利活用対策となっていま

す。 

次に、林野庁関連ではシカ被害対策として効

率的な捕獲支援、環境省関連では狩猟者免許や

登録業務などの狩猟者確保業務と鳥獣保護や鳥

インフルエンザなどの指定管理鳥獣等の業務と

なっています。これらの鳥獣関係対策について、

担当する部署の各県体制を中段に整理していま

す。 

全ての業務を一つの課室で担当しているのは

大分県と佐賀県です。また、福岡県と長崎県で

は環境省関連の鳥獣保護や鳥インフルエンザ等

指定管理鳥獣等の業務を環境部局が担当してお

り、それ以外を農林水産部の担当課で対応して

います。関連省庁ごとに業務を分担しているの

は熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県となって
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います。 

御覧のとおり、九州各県の担当課室名に鳥獣

害対策の名称はありません。なお、下段のコメ

印にあるように全国では４県が鳥獣害対策課及

び室となっています。 

次に表の右部分、各県の令和５年度被害額を

記載しています。沖縄県に次いで、大分県が２

番目に少ない被害額となっています。この被害

額を評価するため、耕種の農業産出額に対する

被害額の割合と耕地面積１ヘクタール当たりの

被害額を算出しています。どちらも大分県が九

州１位となっており、これまでの鳥獣害対策で

着実に成果が上がっていると言えます。 

引き続き、今後も予防・集落環境対策や捕獲

対策など四つの対策を総合的に実施し、効率・

効果的に鳥獣被害額の軽減に向け取り組んでい

きます。 

井上委員長 以上で、説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑、御意見等

のある委員はいますか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 委員外議員の方は御質疑ありませ

んか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 別に御質疑等もないので、その他

執行部より何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 ほかにないので、これをもって農

林水産部関係の説明を終わりますが、ここで一

言、私からお礼を申し上げます。 

〔委員長挨拶〕 

〔渕野農林水産部長挨拶〕 

井上委員長 渕野農林水産部長、ありがとうご

ざいました。 

ここで、今月末で県を御勇退される皆様から、

これまでの農林水産業に関する思いや後輩職員

へのメッセージなどを含めて、一言ずついただ

きたいと思います。 

  〔安東審議監挨拶〕 

〔高村審議監挨拶〕 

〔大屋審議監兼漁業管理課長挨拶〕 

〔木許農林水産企画課長挨拶〕 

〔三股団体指導・金融課長挨拶〕 

〔里畜産振興課長挨拶〕 

  〔中尾林務管理課長挨拶〕 

井上委員長 ありがとうございました。皆様に

は大分県の農林水産業に一生懸命取り組んでい

ただきました。改めて感謝申し上げるとともに、

今後の御活躍をお祈りします。 

 それでは、これで農林水産部関係の審査を終

わります。 

執行部の皆様はお疲れ様でした。 

 

  〔農林水産部、委員外議員退室〕 

 

井上委員長 これより、内部協議を行います。 

 本日の委員会が、このメンバーによる最後の

委員会ですが、この際ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 別にないので、最後に私から委員

の皆さんにお礼を申し上げます。 

〔委員長挨拶〕 

井上委員長 それでは、これをもって委員会を

終わります。 

 お疲れ様でした。 


